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国立大学法人横浜国立大学事業報告書

Ⅰ はじめに

本学は，16年４月に「横浜国立大学憲章」を制定し 「実践性 「先進性 「開放性 「国際性」， 」 」 」

を建学からの歴史の中で培われた精神として掲げ，21世紀における世界の学術研究と教育に重要

な地歩を築くべく努力を重ねることを宣言して国立大学法人に移行し，中期目標の達成に向けた

大学改革を推進してきた。特に，学長のリーダーシップの下で役員会主導による迅速な意思決定

体制を構築し，大学運営の基本方針「ＹＵＮ意識の共有」により本学の強み・培われてきた資源

を教職員・学生が共有し，高い存在感のある大学に発展するための方向軸を打ち出してきた。

18年度には学長再任所信表明「目標と目標達成のための指針」を公表，19年度には第２期中期

目標・中期計画の取りまとめに先立ち，学長のリーダーシップにより「将来へ向けての方向性検

討会報告書」を策定 「国際戦略」を策定し国際競争力の強化に着手，20年度には学長・部局長の，

リーダーシップにより「各部局の方向性報告書」を策定した。さらには，21年度に新学長体制が

スタートし，人類の福祉と社会の持続的発展に貢献するため「実践的学術の国際拠点」の形成を

目指して，本学全体の基本的方向付けを明確に示した。

本学は，これら基本的方針に基づき，これまでの教育研究活動において発揮してきた「実践的

・先進的な学風」とそれを育む「国際都市横浜という開放的・国際的」な地域特性を活かし，４

学部・４研究科（学府）を擁する国立大学として，21世紀グローバル化時代と向き合い，その存

在価値を高め，教育・研究，社会貢献及び管理運営等において個性的で多様な特色ある取組への

チャレンジとともに，透明性の高い組織と運営体制を構築して計画・実行・評価・改善サイクル

により不断の大学改革を推進する。さらには，国際都市の空間に在りながら，きわだって緑豊か

なキャンパスを有する本学に集うすべての学生と教職員が恵まれた環境を維持しつつ，心身とも

に健康な大学生活を営むことを目指す。

Ⅱ 基本情報

１．目標

【横浜国立大学憲章】

横浜国立大学は，現実の社会との関わりを重視する「実践性 ，新しい試みを意欲的に推進する」

「先進性 ，社会全体に大きく門戸を開く「開放性 ，海外との交流を促進する「国際性」を，建」 」

学からの歴史の中で培われた精神として掲げ，21世紀における世界の学術研究と教育に重要な地

歩を築くべく，努力を重ねることを宣言する。

この理念を実現するため，以下のことがらを長期の目標として定める。

（実践性）

諸問題の本質を見極め，時代の変化に対応し得る柔軟で創造的な問題解決能力を涵養する。

現実の生きた社会に原点を置く学問を志向し，教育と研究の成果をもって社会の福祉と発展に

貢献する。

（先進性）

国内外の研究者と協調しつつ最先端の研究成果を創出して，人類の知的発展を主導する。教
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育，研究，社会貢献において，自由な発想と斬新な取組を支える柔軟な組織を構築し，効 果

的な運用がなされるよう努力する。

（開放性）

， ， ， ， 。市民社会 地域 産業界 国 諸外国が抱える課題の解決に寄与する教育と研究を実践する

学生と教職員の社会参加を支援し，教育，研究，運営のすべての面で社会に開かれた大学を目

指す。

（国際性）

世界を舞台に活躍できるコミュニケーション能力を持ち，異文化を理解する人材を育成する

とともに，留学生・研究者の受け入れ・派遣を促進し，教育と研究を通じた諸外国との交流の

拡大を図る。

２．業務内容

(1) 教育

本学は，教育人間科学部・経済学部・経営学部及び工学部の４学部を基礎とし，連合大学院博士

課程後期に参加する教育学研究科（修士課程 ，国際社会科学研究科（博士課程前期・後期 ，工学） ）

府（博士課程前期・後期 ，環境情報学府（博士課程前期・後期）の４大学院が博士課程後期まで）

の指導的実践的人材を育成している。さらには，本学の伝統を生かした実践的な高度専門職業人の

育成のために，法科大学院として国際社会科学研究科法曹実務専攻を設置するとともに，同研究科

経営学専攻及び会計・経営システム専攻にＭＢＡ 経営学修士 を取得させる社会人専修コース 夜（ ） （

間主専修）としてビジネススクールを開設している。

教育改革と質の向上面では，学士課程教育の目標及び育成人材像を明確に示して体系的な教育

を行い，ＧＰＡ（Grade Point Average)制，ＣＡＰ(履修科目の登録上限)制の順次導入により教

育の質を確保するとともに，第三者評価を積極的に実施して本学の教育活動における質が保証さ

れている。さらには，本学の教育方針「ＹＮＵイニシアティブ」を公表（21年10月）し，①学位

授与方針，②教育課程編成・実施方針，③入学者の受入方針，④教育の質の維持向上（ＦＤ／Ｓ

） ， ，Ｄ を定め 22年度学年暦から試験期間を除く半期15週授業の実施による単位制度の実質化など

不断の教育プログラム改革を実現してきた。

これらに加えて，安心・安全の科学研究教育センター，統合的海洋教育・研究センター，企業成

， 「 」長戦略研究センター等の全学教育研究施設を活用した文理融合型 部局横断型 副専攻プログラム

を設置し，自らの専門分野における高い専門能力に加え，広く他の分野に目を向ける進取の精神に

富む人材育成を推進してきた。

(2) 研究

本学は，自由な学風の下，教員個々の個性的で独創的研究を基礎とし，全学で重点的，戦略的に

取り組む研究領域への効果的な重点資源配分のほか，競争的資金や産学連携等の外部資金を積極的

に獲得して研究活動における質の向上を促進させ，研究の発展に資している。さらには，学長・部

局長のリーダーシップの下で，実践的で先進的なプロジェクト研究体制や次世代を担う研究者（若

手，女性，外国人など）育成支援体制を強化し，戦略的に研究活動を推進している。

特に，国際的に卓越した教育研究拠点に重点支援される文部科学省21世紀ＣＯＥプログラム「生
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」「 」，物・生態環境リスクマネジメント(H14-18) 情報・通信技術に基づく未来社会基盤創成(H14-18)

グローバルＣＯＥプログラム「アジア視点の生態リスクマネジメント(H19-23) 「情報通信による」

医工融合イノベーション創生(H20-24)」をはじめとする世界の学術をリードする最先端の研究活動

とともに，国の教育・経済・産業・科学技術を先導する研究活動を推進している。

さらには，研究活動における質の維持，向上を図るため，教育研究活動データベースを活用した

教員業績評価を行うとともに，国際的評価のある学術雑誌への論文投稿，特許出願，外部評価や第

三者評価を積極的に実施して研究水準とその成果を検証し，研究活動の改善に反映している。

本学では，研究活動の基本方針「ＹＮＵリサーチイニシアティブ」を公表（22年２月）し，①

研究のコンセプト，②研究活動ポリシー，③アクション，④社会とのタイアップについて定め，

積極的に学内外の組織・機関等との連携強化を図り，戦略的に研究活動を推進して研究活動にお

ける質を向上させ，持続的発展と安心・安全な社会の構築に貢献する「実践的学術の国際拠点」

形成を目指してきた。

(3) 社会貢献・国際交流

本学は，16年度に「産学連携ポリシー」を制定し，大学の使命である「社会貢献」を広範に展開

することを掲げ，人類社会の福祉と発展への貢献に向けて「産学連携の推進」を本学の使命と位置

付けた。その推進母体として16年度「産学連携推進本部」を設置し 「産学連携部門 「知的財産部， 」

門 「プロジェクト研究部門」を置き，大学全体としてワンストップサービスによる推進体制を整」

備した。さらには，本学の産学連携組織を支援する組織「よこはまティーエルオー株式会社 「Ｎ」

ＰＯ法人ＹＵＶＥＣ（よこはま大学ベンチャークラブ 」との連携により，知的財産の獲得，研究）

情報の発信及び社会的還元の視点から産学連携を推進してきた。

， 「 （ ）」地域社会との連携面では 産学連携推進本部に 地域連携推進室 地域実践教育研究センター

を19年度設置し，産学連携と地域連携窓口の一本化（ワンストップサービス）を実現させ，地域

。 ， ，連携を推進してきた 21年度には 本学のイニシアティブにより神奈川県内に拠点を置く10大学

５産業連携支援機関と３工業団体で組織する「かながわ産学公連携推進協議会」を発足させた。

国際交流面では，本学の理念である「国際性」のさらなる促進に向けた「国際戦略」を19年度

に策定し，20年度には「国際戦略推進室」を設置した。21年度には「国際教育シャトルベース」

事業が文部科学省特別教育研究経費（教育改革）に採択され 「実践的学術の国際拠点」形成に向，

けて戦略的に国際交流の推進を実現してきた。また，本学が提唱した「国際みなとまち大学リー

グ」による大学間連携を推進するとともに，海外リエゾンオフィスとして20年度には「ブラジル

サンパウロ市 「ベトナムホーチミン市」に，21年度には「ケニアナイロビ市」に設置した。」

(4) 管理運営

本学は，学長のリーダーシップを発揮するため，学長（役員）と教職員・学生とのコミュニケー

ションを通じた大学運営を重視しつつ，理事・副学長等の役割分担を明確にし，従来の常置委員会

や教授会中心の学内意思決定プロセスから役員会の企画立案事項を部局長を通じた学内合意形成を

図る迅速な意思決定システムを構築した。

21年４月の新学長体制からは，学長・理事・副学長・学長補佐で組織する「学長企画会議」を

設置し，全学的視点から学長の企画立案機能及び全学調整機能をさらに強化した。
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３．沿革及び組織図
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４．設立根拠法

国立大学法人法（平成 年法律第 号）15 112

５．主務大臣（主務省所管局課）

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課）

６．所在地

本部 神奈川県横浜市保土ヶ谷区常盤台７９番１号

７．資本金の状況

９７ ４９４ ６５４ ６２０円（全額 政府出資）, , ,

８．学生の状況（各年度，5月1日時点）

＜平成21年度＞ ＜平成20年度＞

総学生数 １２，６６６人 総学生数 １２，７９５人

学士課程 ７，７１０人 学士課程 ７，７８９人

修士課程 １，８２３人 修士課程 １，８５１人

博士課程 ５５２人 博士課程 ５６９人

専門職学位課程 １５２人 専門職学位課程 １５３人

附属学校児童・生徒 ２，４２９人 附属学校児童・生徒 ２，４３３人

＜平成19年度＞ ＜平成18年度＞

総学生数 １２，９７５人 総学生数 １３，１６８人

学士課程 ７，８５６人 学士課程 ８，０１６人

修士課程 １，９４３人 修士課程 １，９９１人

博士課程 ５６７人 博士課程 ５５０人

専門職学位課程 １６０人 専門職学位課程 １４７人

附属学校児童・生徒 ２，４４９人 附属学校児童・生徒 ２，４６４人

＜平成17年度＞ ＜平成16年度＞

総学生数 １３，１５９人 総学生数 １３，１５６人

学士課程 ８，０８９人 学士課程 ８，１３２人

修士課程 １，９６５人 修士課程 １，９８４人

博士課程 ５３５人 博士課程 ５４０人

専門職学位課程 １０６人 専門職学位課程 ５５人

附属学校児童・生徒 ２，４６４人 附属学校児童・生徒 ２，４４５人

９．役員の状況

役員の定数は，国立大学法人法第１０条により，学長１人，理事４人，監事２人。任期は国立

大学法人法第１５条，国立大学法人横浜国立大学学長選考規則第７条，国立大学法人横浜国立大

学組織運営規則第６条及び国立大学法人横浜国立大学理事の任期の取扱いについての１の定める

ところによる。
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役職 氏名 任期 経歴

学 長 鈴木 邦雄 平成21年４月１日 平成４年４月
～平成25年３月31日 横浜国立大学経営学部教授

平成11年４月～平成13年３月
横浜国立大学経営学部長

平成13年４月
横浜国立大学大学院環境情報研究院教授

平成13年４月～平成15年３月
横浜国立大学大学院環境情報研究院長

平成18年４月～平成21年３月
国立大学法人横浜国立大学理事

平成21年４月～
国立大学法人横浜国立大学長

飯田 嘉宏 平成16年４月１日 昭和 年４月58
～平成21年３月31日 横浜国立大学工学部教授

平成 年４月～平成 年 月10 12 3
横浜国立大学工学部夜間学部主事

平成 年４月～平成 年３月12 14
横浜国立大学副学長

平成 年 月～平成 年３月14 4 15
横浜国立大学大学院工学研究院長

平成 年４月～平成 年 月15 16 3
横浜国立大学学長

平成 年 月～平成 年３月16 4 21
国立大学法人横浜国立大学学長

理 事 國分 泰雄 平21年４月１日 平成７年５月
（総務・研 ～平成23年３月31日 横浜国立大学工学部教授
究担当） 平成 年４月13

横浜国立大学大学院工学研究院教授
平成18年４～平成21年３月
横浜国立大学大学院工学研究院長

平成21年4月～
国立大学法人横浜国立大学理事

理 事 來生 新 平17年４月１日 平成元年４月
総務担当 ～平成21年３月31日 横浜国立大学経済学部教授（ ）

平成 年４月～平成 年 月10 11 3
横浜国立大学大学院国際開発研究科長

平成 年 月11 4
横浜国立大学大学院国際社会科学研究科教授

平成 年４月～平成 年３月15 17
横浜国立大学大学院国際社会科学研究科長

平成 年４月～平成 年３月17 21
国立大学法人横浜国立大学理事

笹井 均 平16年４月１日 昭和 年６月60
～平成17年３月31日 横浜国立大学経営学部教授

平成５年４月
横浜国立大学経営学部夜間学部主事
横浜国立大学評議員

平成７年４月
横浜国立大学経営学部長

平成 年４月13
横浜国立大学大学院国際社会科学研究科長

平成 年度４月15
横浜国立大学副学長
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平成 年４月～平成 年３月16 17
国立大学法人横浜国立大学理事

理 事 渡辺 慎介 平16年４月１日 平成２年４月
研究担当 ～平成21年３月31日 横浜国立大学工学部教授（ ）

平成 年４月13
横浜国立大学大学院工学研究院教授

平成 年４月～平成 年 月15 16 3
横浜国立大学副学長

平成 年４月～平成 年３月16 21
国立大学法人横浜国立大学理事

理 事 溝口 周二 平成21年４月１日 平成５年４月
教育担当 ～平成23年３月31日 横浜国立大学経営学部教授（ ）

平成15年４月～平成17年３月
横浜国立大学経営学部長

平成19年３月～平成21年３月
横浜国立大学大学院国際社会科学研究科長

平成21年４月～
国立大学法人横浜国立大学理事

鈴木 邦雄 平成18年４月１日 平成４年４月
～平成21年３月31日 横浜国立大学経営学部教授

平成11年４月～平成13年３月
横浜国立大学経営学部長

平成13年４月
横浜国立大学大学院環境情報研究院教授

平成13年４月～平成15年３月
横浜国立大学大学院環境情報研究院長

平成18年４月～平成21年３月
国立大学法人横浜国立大学理事

矢内 光一 平成16年４月１日 平成６年４月
～平成18年３月31日 横浜国立大学教育学部教授

平成11年４月
横浜国立大学評議員

平成 年 月13 4
横浜国立大学学長補佐

平成 年 月15 4
横浜国立大学副学長

平成 年４月～平成 年３月16 18
国立大学法人横浜国立大学理事

理 事 竹下 典行 平成21年８月１日 平成13年７月～平成16年６月
（財務・施 ～平成23年３月31日 文部科学省教職員課長
設担当） 平成16年７月～平成17年３月

文部科学省社会教育課長
平成17年４月～平成18年３月
文化庁芸術文化課長

平成18年４月～平成19年３月
文化庁政策課長

平成19年４月～平成21年７月
政策研究大学院大学大学運営局長

平成21年８月～
国立大学法人横浜国立大学理事

斉藤 和信 平成21年４月１日 平成13年４月～平成16年６月
～平成21年７月30日 文化庁政策課会計室長

平成16年７月～平成18年10月
滋賀大学理事
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平成18年10月～平成21年３月
横浜国立大学事務局長

平成21年４月～平成21年７月
国立大学法人横浜国立大学理事

理 事 有信 睦弘 平成21年４月１日 平成15年６月～平成20年５月
国際担当 ～平成22年３月31日 (株)東芝執行役常務（ ）

平成20年６月～平成21年３月
(株)東芝顧問

平成21年４月～平成22年３月
国立大学法人横浜国立大学理事

長島 昭 平成16年４月１日 昭和56年４月
～平成21年３月31日 慶応義塾大学教授

平成５年５月～平成 年 月13 4
慶應義塾大学常任理事

平成 年５月～平成 年３月13 16
慶応義塾大学教授

平成 年 月～平成 年 月16 4 21 3
国立大学法人横浜国立大学理事

監 事 太田 惇 平成16年４月１日 昭和36年４月
～平成22年３月31日 日本アイビーエム株式会社

昭和40年12月
エッソ石油株式会社

平成４年４月～平成９年３月
東燃株式会社監査役

平成11年８月～平成12年３月
エッソ石油株式会社監査役

平成16年４月～
国立大学法人横浜国立大学監事

監 事 橋本 弘之 平成18年４月１日 昭和53年10月～平成８年３月
～平成22年３月31日 東北大学教授

平成８年６月～平成18年３月
株式会社荏原総合研究所

平成18年４月～平成22年３月
国立大学法人横浜国立大学監事

塩治 震太郎 平成16年４月１日 昭和42年５月
～平成18年３月31日 石川島播磨重工業株式会社

平成16年４月～平成18年３月
国立大学法人横浜国立大学監事

１０．教職員の状況

＜平成 年度＞21
教員 ２，０８５人（うち常勤 ７０８人、非常勤 １，３７７人）
職員 ７２５人（うち常勤 ２７７人、非常勤 ４４８人）

＜平成 年度＞20
教員 １，９７３人（うち常勤 ７１１人、非常勤 １，２６２人）
職員 ７１１人（うち常勤 ２７３人、非常勤 ４３８人）

＜平成 年度＞19
教員 １，９０８人（うち常勤 ７１８人、非常勤 １，１９０人）
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職員 ６１８人（うち常勤 ２７８人、非常勤 ３４０人）

＜平成 年度＞18
教員 １，８８８人（うち常勤 ７２６人、非常勤 １，１６２人）
職員 ６２５人（うち常勤 ２７９人、非常勤 ３４６人）

＜平成 年度＞17
教員 １，８７７人（うち常勤 ７３３人、非常勤 １，１４４人）
職員 ６０２人（うち常勤 ２８３人、非常勤 ３１９人）

＜平成 年度＞16
教員 １，８５７人（うち常勤 ７４６人、非常勤 １，１１１人）
職員 ６２７人（うち常勤 ２８６人、非常勤 ３４１人）

Ⅲ 業務の実績

別添「平成１９事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間（平成１６～１９事業年度）に係

る業務の実績に関する報告書 「平成２１事業年度に係る業務の実績及び中期目標に係る業務の実」

績に関する報告書」を参照
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Ⅳ 予算、収支計画及び資金計画

１ 予算 単位：百万円

区 分 予算額 決算額 差引増減額

収入 ９８，８５４ １１５，６１５ １６，７６１

運営費交付金 ５３，３０１ ５４，２０６ ９０５

施設整備費補助金 ２８２ ５，５４３ ５，２６１

船舶建造費補助金 ０ ０ ０

施設整備資金貸付金償還時補助金 ２，０１７ ２，０１７ ０

補助金等収入 ０ ３，０１５ ３，０１５

国立大学財務・経営センター施設費交付金 ０ ２３５ ２３５

自己収入 ３６，１６４ ３７，４１１ １，２４７

授業料及入学金検定料収入 ３５，４４２ ３５，８０８ ３６６

附属病院収入 ０ ０ ０

財産処分収入 ０ ０ ０

雑収入 ７２２ １，６０３ ８８１

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ７，０９０ １１，０１０ ３，９２０

引当金取崩 ０ ５ ５

長期借入金収入 ０ ０ ０

貸付回収金 ０ ０ ０

承継剰余金 ０ ２ ２

旧法人承継積立金 ０ ０ ０

目的積立金取崩 ０ ２，１６６ ２，１６６

支出 ９８，８５４ １１０，８６５ １２，０１１

業務費 ８９，４６５ ８９，６１０ １４５

教育研究経費 ６７，７２０ ６７，５７８ △１４１

診療経費 ０ ０ ０

一般管理費 ２１，７４５ ２２，０３１ ２８６

施設整備費 ２８２ ５，７７８ ５，４９６

船舶建造費 ０ ０ ０

補助金等 ０ ３，０３８ ３，０３８

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 ７，０９０ １０，４１９ ３，３２９

貸付金 ０ ０ ０

長期借入金償還金 ２，０１７ ２，０１７ ０

国立大学財務・経営センター施設費納付金 ０ ０ ０

０ １ １承継剰余金
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２ 収支計画 単位：百万円

区 分 予算額 決算額 差引増減額

費用の部 ９５，６９７ １０４，００４ ８，３０７

経常費用 ９５，６９７ １０３，６９５ ７，９９８

業務費 ９１，７８８ ９６，０６１ ４，２７３

教育研究経費 １５，２９４ １８，８８９ ３，５９５

診療経費 ０ ０ ０

受託研究費等 ４，８９２ ６，６５０ １，７５８

役員人件費 ８４２ ７４５ △９６

教員人件費 ５３，２３３ ５２，３７３ △８５９

職員人件費 １７，５２７ １７，４０２ △１２４

一般管理費 ３，２３４ ４，４１６ １，１８２

財務費用 ０ １０ １０

雑損 ０ ０ ０

減価償却費 ６７５ ３，２０７ ２，６３２

臨時損失 ０ ３０８ ３０８

収益の部 ９５，６９７ １０５，９１４ １０，２１７

経常収益 ９５，６９７ １０５，１９８ ９，５０１

運営費交付金 ５２，３５９ ５１，５２２ △８３６

授業料収益 ２８，７９８ ３０，４９４ １，６９６

入学金収益 ４，７０９ ４，８１４ １０５

検定料収益 １，４１７ １，４１９ ２

附属病院収益 ０ ０ ０

受託研究等収益 ４，８９２ ７，８１３ ２，９２１

寄附金収益 ２，１２５ ２，３８３ ２５８

補助金等収益 ０ ２，０５４ ２，０５４

施設費収益 ０ ８３９ ８３９

財務収益 ０ ５４ ５４

雑益 ７２２ １，５６６ ８４４

資産見返運営費交付金等戻入 ４７６ ４７９ ３

資産見返補助金等戻入 １２０ １２００

資産見返寄附金戻入 ３５ ８１８ ７８３

資産見返物品受贈額戻入 １６４ ８１６ ６５２

臨時利益 ０ ７１６ ７１６

純利益 ０ １，９１０ １，９１０

目的積立金取崩益 ０ １，０１３ １，０１３

総利益 ０ ２，９２４ ２，９２４
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３ 資金計画 単位：百万円

区 分 予算額 決算額 差引増減額

資金支出 １００，２７７ １２８，５８９ ２８，３１２

業務活動による支出 ９５，０２２ ９６，５７１ １，５４９

投資活動による支出 １，８１５ ２９，１３４ ２７，３１９

財務活動による支出 ２，０１７ ９８ △１，９１８

次期中期目標期間への繰越金 １，４２３ ２，７８５ １，３６２

資金収入 １００，２７７ １２８，５８９ ２８，３１２

業務活動による収入 ９６，５５５ １０３，６２０ ６，７５２

運営費交付金による収入 ５３，３０１ ５２，０６７ △１，２３３

授業料及入学金検定料による収入 ３５，４４２ ３５，８０８ ３６６

附属病院収入 ０ ０ ０

受託研究等収入 ４，８９２ ７，７８０ ２，８８８

補助金等収入 ０ ３，０１５ ３，０１５

寄附金収入 ２，１９８ ３，０７２ ８７４

その他の収入 ７２２ １，８７６ １，１５４

投資活動による収入 ２，２９９ ２４，９６８ ２２，６６９

施設費による収入 ２，２９９ ５，７７８ ３，４７９

その他の収入 ０ １９，１８９ １９，１８９

財務活動による収入 ０ ０ ０


